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第 １ 期 事 業 報 告 書 

（令和４（２０２２）年３月３０日から令和４（２０２２）年３月３１日まで） 

 

１ 会社の現況に関する重要な事項 

⑴ 事業の経過及び成果 

【全般の状況】 

当期は会社の設立のみを行い、事業については開始しておりません。 

 

⑵ 資金調達の状況 

特記すべき事項は、ありません。 

 

⑶ 設備投資の状況 

特記すべき事項は、ありません。 

 

⑷ 直近事業年度の財産及び損益の状況 

区    分 
第 1 期 

令和 4（2022）年 3 月 

売上高 0 円 

当期純損失 14,900 円 

１株当たり当期純損失 24 円 83 銭 

総資産 30,000,000 円 

純資産 29,985,100 円 

１株当たり純資産 49,975 円 16 銭   

 

⑸ 主要な事業内容 

ア 電力販売事業及びその仲介・取次事業  

イ 発電事業 

ウ エネルギー関連事業 

エ 新事業やまちづくりなど地域振興に関する事業 

 

⑹ 主要な事業所（令和４（２０２２）年３月３１日現在） 

名 称 所在地 

本 社 新潟県柏崎市日石町 2 番 1 号 

 

⑺ 従業員の状況（令和４（２０２２）年３月３１日現在） 

雇用していません。 

 

⑻ 重要な親会社及び子会社の状況 

ア 重要な親会社の状況 

議決権の過半数を有する株主としては、柏崎市は当社の株式を４０６株（出資比率６

７.６６％）保有しております。 
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イ 子会社の状況 

該当事項は、ありません。 

 

⑼ 株式に関する事項 

ア 発行済株式の総数  普通株式 ６００株 

イ 株主数           ９名 

ウ 株主 

株 主 名 所有株式数（株） 

柏崎市 406 

株式会社ＩＮＰＥＸ 60 

パシフィックパワー株式会社 60 

石油資源開発株式会社 20 

北陸瓦斯株式会社 18 

株式会社植木組 10 

株式会社第四北越銀行 10 

株式会社ブルボン 10 

柏崎信用金庫 6 

 

⑽ 会社役員に関する事項（令和４（２０２２）年３月３１日現在） 

取締役及び監査役の氏名等 

氏 名 地 位 重要な兼職の状況 

櫻井 雅浩 代表取締役社長 柏崎市長 

大野 晃司 代表取締役 パシフィックパワー株式会社 取締役 

西巻 康之 取締役 柏崎市副市長 

戸出 繁 取締役 
株式会社 INPEX 国内エネルギー事業本部 
ガス事業企画ユニット ジェネラルマネージャー 

唐橋 英輔 監査役 
北陸ガス株式会社 
柏崎支社長 兼 柏崎供給センター長 

 

２ その他重要な事項 

特記すべき事項は、ありません。 

 

以上 

 

 

 

                                             

（注）１ 本事業報告の記載は、表示単位未満を切り捨てております。 

２ 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 
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１ 今期の事業方針 

今期中は、電力卸売市場（ＪＥＰＸ）での取引価格高騰のリスクが高いため、電力販売事

業については開始を見合わせるものとする。ただし、小売電気事業者登録や各関係機関と

必要な手続を行い、電力販売事業を開始するための準備を進める。さらに、柏崎市と連携

しＰＰＡなど再生可能エネルギー発電に関する事業検討を行うなど、自社電源確保のため

電源開発事業の準備を進める。また、公共施設だけでなく、令和５（２０２３）年度より市

内民間事業者へもＰＰＡサービスを開始するため、今期より顧客獲得のための営業活動を

行う。 

 

⑴ 電力販売事業 

当期は、令和５（２０２３）年度の販売開始に向けた事業準備を行う。 

 

○小売電気事業者登録完了時期：令和４（２０２２）年１０月頃の登録を目指す。 

 

○供給開始時期：令和５（２０２３）年４月予定 

 

○開始時想定規模：契約電力２,０３４ｋＷ 年間供給量２,３７７ＭＷｈ 

（柏崎市が所有する高圧公共施設への供給を想定） 

 

○供給方法：小売電気事業による供給に加え、令和４（２０２２）年度に設置を予定して

いる柏崎市所有の太陽光発電を使った自己託送による供給を実施予定 

 

○供給計画：ＪＥＰＸの取引価格高騰など先行きが不透明な状況のため、令和７（２０２

５）年以降の計画については仮定のものとして、適宜見直しを行う。 

  2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 

公共 

契約電力 kW 2,034 2,034 4,869 4,869 4,938 5,797 

電力量 MWh 2,377 2,377 7,688 7,688 7,896 10,551 

負荷率 13.3% 13.3% 18.0% 18.0% 18.3% 20.8% 

民間 

契約電力 kW  500 1,000 2,500 3,500 4,500 

電力量 MWh  657 1,971 5,913 8,541 11,169 

負荷率  15.0% 22.5% 27.0% 27.9% 28.3% 

合計 

契約電力 kW 2,034 2,534 5,869 7,369 8,438 10,297 

電力量 MWh 2,377 3,034 9,659 13,601 16,437 21,720 

負荷率 13.3% 13.7% 18.8% 21.1% 22.2% 24.1% 
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⑵ 電源開発事業 

当期は、令和５（２０２３）年度からの自社電源の開発に向けた事業検討を行う。 

 

○電源開発計画：補助事業を前提とした計画であるため、令和５（２０２３）年度以降の

計画については仮定のものとして、適宜見直しを行う。 

  補助率 2022 
年度 

2023 
年度 

2024 
年度 

2025 
年度 

2026 
年度 

2027 
年度 

合計 

現行エネ高 

太陽光（市所有） 100% 1,500 
kW      1,500 

kW 

系統用蓄電池 
（市所有） 

100% 1,350 
kWh      1,350 

kWh 

環境省PPA
補助など 

太陽光＋蓄電池 
PPA（小） 50%  

500kW  
350kWh 

500kW  
350kWh 

500kW  
350kWh 

  
1,500kW  

1,050kWh 

市独自の 
補助など 
（仮） 

先進太陽光 PPA 75%   500 
kW 

500 
kW 

500 
kW 

500 
kW 

2,000 
kW 

小型風力（3kW/本） 75%     90 
kW 

90 
kW 

180 
kW 

小水力 75%    260 
kW   260 

kW 

中型風力 75%       0 
kW 

新エネ高 
再エネ電源 

合計 

市有地 100%   2,000 
kW 

2000 
kW 

2,000 
kW 

2,000 
kW 

8,000 
kW 

太陽光＋蓄電池 PPA 
（市有地） 100%  

500kW  
500kWh 

    
500kW  
500kWh 

新エネ高 
蓄電池 

コンテナ数   5 4 4 4 4 21 

入出力 
（250kW/コンテナ） 

100%  1,250 
kW 

1,000 
kW 

1,000 
kW 

1,000 
kW 

1,000 
kW 

5,250 
kW 

容量 
（250kW×6h/コンテナ） 

100%  7,500 
kWh 

6,000 
kWh 

6,000 
kWh 

6,000 
kWh 

6,000 
kWh 

31,500 
kWh 

 

 

２ 組織・人員配置計画 

 

⑴ 組織構成 

今年度の組織体制は、以下のとおりとする。日常的な業務については代表取締役が執

行し、重要事項については株主総会で決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株主総会 

代表取締役社長 

櫻井 雅浩 

代表取締役 

大野 晃司 

取締役 

西巻 康之 

山本 剛 

監査役 

唐橋 英輔 
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⑵ 業務委託計画 

電力販売及び電源開発の事業立ち上げに必要な業務並びに経営、経理、会計、総務など

会社運営に必要な業務をパシフィックパワー株式会社に委託する。 

 

３ 収入計画 

当期は電力販売事業を開始しないことから、収入は発生しない。 

 

４ 支出計画 

支出の計画は、以下のとおりとする。電力販売事業を開始しないことから、業務開始に

向けた費用を中心に、販売費及び一般管理費を計上する。 

支出項目 金額（千円） 備考 

販売費及び一般管理費    

 業務委託費用 3,000 
事業立ち上げ及び会社運営に係る委託 

（委託先：パシフィックパワー株式会社） 

 税理士費用 150  

 会社設立費用 450 司法書士、登記、印鑑作成など 

 事業者登録手数料 100 登録免許税、広域機関年会費など 

 その他諸経費 1,200  

支出合計  4,900   

  （税抜き） 

 

５ 損益計画 

第２期事業計画 損益計画 

（令和４（２０２２）年４月１日～令和５（２０２３）年３月３１日） 

 金額（千円） 

売上 0 

売上原価計 0 

売上総利益 0 

販売費及び一般管理費 4,900 

営業利益 -4,900 

営業外収益（受取利息等） 0 

営業外費用（支払利息等） 0 

経常利益 -4,900 

特別利益 0 

特別損失 0 

税引前当期純利益 -4,900 

法人税等 0 

当期純利益 -4,900 

 （税抜き） 
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６ 資金繰計画 

 

第２期事業計画 資金繰計画 

（令和４（２０２２）年４月１日～令和５（２０２３）年３月３１日）     （千円） 

  1 期 2 期      

  2022年 3月 2022年 4月 2022年 5月 2022年 6月 2022年 7月 2022年 8月 2022年 9月 

月末残高  30,000 29,450 29,350 29,100 29,000 28,900 28,800 

経常資金 収入  0 0 0 0 0 0 

 支出  550 100 250 100 100 100 

 差引  -550 -100 -250 -100 -100 -100 

投資資金 収入        

 支出        

 差引  0 0 0 0 0 0 

財務資金 収入（借入等）        

 支出（返済等）        

 差引  0 0 0 0 0 0 

収支計   -550 -100 -250 -100 -100 -100 

         

  2 期       

  2022年10月 2022年11月 2022年12月 2023年 1月 2023年 2月 2023年 3月 合計 

月末残高  28,600 28,500 28,400 28,300 28,200 25,100  

経常資金 収入 0 0 0 0 0 0 0 

 支出 200 100 100 100 100 3,100 4,900 

 差引 -200 -100 -100 -100 -100 -3,100 -4,900 

投資資金 収入        

 支出        

 差引 0 0 0 0 0 0 0 

財務資金 収入（借入等）        

 支出（返済等）        

 差引 0 0 0 0 0 0 0 

収支計  -200 -100 -100 -100 -100 -3,100 -4,900 

       （税抜き） 

 

以上 
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